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平成23年度 　地上系回線（光ファイバー回線）の整備工事に着手

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

　道と市町村とを結ぶ２ルートの通信システム（地上系、衛星系）のうち、地上系の無線回線
については、電波法に基づき、周波数の使用期限が平成２３年１１月までとなっていることか
ら、情報伝送能力に優れ、整備費用が低廉な代替システム（光ファイバー回線）を再構築する
ものである。

平成22年度 　地上系回線（光ファイバー回線）整備にかかる実施設計の発注

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

　災害時等における北海道と道内市町村間の通信システム

工事完了

手
　
　
段

平成24年度

Ｈ24

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） 美しい環境につつまれた安全なまち

節） 防災体制の充実

施策） 防災対策の推進

【２ 計　画 】

【１ 事務事業の概要 】 

　災害時等において迅速かつ確実な通信を確保するため、平成６～９年に、道と市町村間を相互に結ぶ２ルート（地
上系、衛星系）の通信システムの整備を行なったが、１５年を経過し老朽化が著しいこと、特に、地上系の無線回線
については電波法に基づく最終使用期限が平成２３年１１月までとなっていることから、これに代わる通信システム
の導入が急務となっている。こうした状況の中、今回は、整備が特に急がれる地上系回線についての更新を行なうも
のである。
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　実施する
　道と市町村が利用するものであり、事業は道が一括発注することから翌年度（Ｈ２４年
度）に負担金として納付するものである。

　再検討（見送り）

　実施しない

総　合　判　定 説　　　　　明　（内部評価委員会の意見）

【事業担当部局による説明】
　当該システムは道と市町村が相互に利用するものであることから、全体費用の半分につ
いて道が負担し、残りの半分を179の市町村で均等に負担（1市町村あたり356万円）す
る。工事は道が発注し、各市町村は平成24年度に道に負担金として支出するものである。

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はほとんどなく、市で実施していく。

【６ 総合判定と説明 】

　災害時において使用するものであり、受益者負担の
考えはなじまない。

公
平
性

民間等での実施または市民等との協働が可能であり、検討していく。

民間等で実施または協働して取り組んでいく。

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3
　災害時においては、一般公衆回線は輻輳、途絶が想
定されるため、専用回線による通信は有効である。

妥
当
性

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【指標の定義（算式等）】

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
ていないか

評点区分 　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

緊
急
性

・すぐに実施する必要があるか
　（緊急度合）
・熟度は高まっているか

3
　電波法による使用期限が平成23年11月までとなって
いることから、早急に代替システムの整備が必要と
なっている。

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3
　万が一のための備えであるため、費用対効果で評価
できるものではないが、光ファイバー回線は情報伝送
能力に優れ、費用も比較的低廉である。

－

【指標の定義（算式等）】

【指標の定義（算式等）】

3
　災害対策基本法において災害時の情報通信手段を確
保することは都道府県及び市町村の責務として定めら
れている。

【５ 評　価 】

成 果

指 標

チ ェ ッ ク 項 目 選択理由、説明等

【４ 指　標 】

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

24年度目標

活 動
指 標

整理番号

22年度目標

434

最終目標23年度目標

基 本
指 標

指　　　標　　　名

本システムは、主として災害

時に使用するものであり、評

価指標を定めることは困難で


